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応札・応募者
数

令和7年度民間資金借入に係る
エージェント業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.13
株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内1丁
目1番2号

5010001008813

本件企画競争による公募において、審査を経て選
定された企画内容を実行できる相手方は他に存
在せず、競争を許さないことから本機構会計規程
第16条第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項
第1号（契約の性質又は目的が競争を許さない場
合）に該当するため。

- 10,890,000 - - 企画競争

令和7年度帰国外国人留学生
短期研究制度に係る航空券手
配業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.14

株式会社IACEトラベル
東京都中央区日本橋馬喰町
1丁目14番5号

7010001128717

本件企画競争による公募において、2者から提出
された企画提案書について、企画提案審査会を
行った結果、最も評価点が高い企画提案書を特定
し、当該企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当
するため。

- 15,305,148 - - 企画競争

「TIECキャリアフォーラム2025
（TIEC Career Forum 2025）」実
施業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.19
株式会社パソナ
東京都千代田区丸の内1丁
目5番1号

1010001067359

本件企画競争による公募において、1者から提出
された企画提案書について、企画提案審査会を
行った結果、最も評価点が高い企画提案書を特定
し、当該企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当
するため。

- 3,999,999 - - 企画競争

官民協働海外留学支援制度～
トビタテ！留学JAPAN新・日本
代表プログラム【大学生等対
象】2025年度夏季・冬季事後研
修の実施に係る研修施設及び
宿泊施設の提供（大阪会場）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.25

株式会社新梅田研修セン
ター
大阪府大阪市福島区福島6-
22-20

7120001109004

本件は、参加者の有無を確認する公募を実施した
ところ、公告期間中に他者からの参加意思確認書
の提出がなかったことから、本機構会計規程16条
第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号
（契約の性質は又は目的が競争を許さない場合）
に該当するため。

- 1,105,761 - - 公募

官民協働海外留学支援制度～
トビタテ！留学JAPAN新・日本
代表プログラム【大学生等対
象】2025年度夏季・冬季事後研
修の実施に係る研修施設及び
宿泊施設の提供（東京会場）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.25
株式会社マックスパート
東京都中央区晴海3-8-1

3010001243627

本件は、参加者の有無を確認する公募を実施した
ところ、公告期間中に他者からの参加意思確認書
の提出がなかったことから、本機構会計規程16条
第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号
（契約の性質は又は目的が競争を許さない場合）
に該当するため。

- 3,206,852 - - 公募

韓国事務所賃貸借契約

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.1
又醒開発株式会社
ソウル特別市鍾路区栗谷路
84（雲泥洞98番地の78）

本機構の留学生事業に必要な海外事務所の賃貸
借契約であることから、本機構会計規程第16条第
1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第11号
（外国で契約をする場合）に該当するため。

- 3,396,115 - -
随意契約
（外国での

契約）

東銀座事務所事務室及び倉庫
に係る令和7年度賃貸借契約

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.7
野村不動産株式会社
東京都新宿区西新宿1-26-2

9011101017056

前年度に引き続き、継続して賃借するものであり、
本機構会計規程第16条第1項及び契約事務取扱
細則第23条第1項第1号（契約の性質又は目的が
競争を許さない場合）に該当するため。

- 546,742,970 - -
競争性のな
い随意契約

タイ事務所　インターネット接続

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.11

KSC Commercial Internet
Co.,Ltd.
2/4 Chubb Tower, 10 Th
Floor, Vibhavadee-rangsit
Road, Thungsonghong, Laksi,
Bangkok 10210

本件は、タイ事務所で使用するインターネットの回
線の利用に係るものであることから、本機構会計
規程第16条第1項及契約事務取扱細則第23条第1
項第11号（外国で契約する場合）に該当するた
め。

- 1,074,643 - -
随意契約
（外国での

契約）

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号
随意契約によることとした業務方法書又は会計規

定等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考

様式３－４



令和７年度延滞債権管理システ
ム（TCS）ソフトウェアの保守

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.24
株式会社アイティフォー
東京都千代田区一番町21

3010001022865

当該ソフトは業務パッケージソフト「延滞債権管理
システム（TCS）」をカスタマイズして構築したもの
であり、著作権を有する会社以外では実施できず
競争を許さないことから、本機構会計規程第16条
第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号
（契約の性質又は目的が競争を許さない場合）に
該当するため。

- 3,102,000 - -
競争性のな
い随意契約

ベトナム事務所税務会計業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.31

VIA VIETNAM CO.,LTD
F V-Tower, 649 Kim Ma,
Ngoc Khanh Ward, Ba Dinh
district, Hanoi

本件は、ベトナム事務所現地職員を雇用するに際
して発生する社会保険料・個人所得税の算出、現
地税務調査に対応する事務所会計帳簿の作成を
委託するほか、現地税務関係法令の改正あった
時に求められる税務会計上の対応について、適切
な助言・支援を得るため委託を行うものであること
から、本機構会計規程第16条第1項及契約事務取
扱細則第23条第1項第11号（外国で契約する場
合）に該当するため。

- 1,514,040 - -
随意契約
（外国での

契約）

情報連携用システムのアプリ
ケーション保守（令和7年度）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.31
株式会社NTTデータ
東京都江東区豊洲3-3-3

6010601062093

本調達の改修の対象であるソフトウエアはNTT
データ社製番号制度対応パッケージソフトウェア
「GRANPIATT®」を使用している。
著作権は当該事業者が有しており、システム改修
作業は当該パッケージの改変権を持つNTTデータ
社においてのみ可能であり、競争を許さないことか
ら、本機構会計規程第16条第1項及び契約事務取
扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は目的
が競争を許さない場合）に該当するため。

- 165,000,000 - -
競争性のな
い随意契約

情報連携用システムのアプリ
ケーションの改修業務（令和7年
度）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R7.3.31
株式会社NTTデータ
東京都江東区豊洲3-3-3

6010601062093

本調達の改修の対象であるソフトウエアはNTT
データ社製番号制度対応パッケージソフトウェア
「GRANPIATT®」を使用している。
著作権は当該事業者が有しており、システム改修
作業は当該パッケージの改変権を持つNTTデータ
社においてのみ可能であり、競争を許さないことか
ら、本機構会計規程第16条第1項及び契約事務取
扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は目的
が競争を許さない場合）に該当するため。

- 286,110,000 - -
競争性のな
い随意契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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